
－ ３ － 

予 算 の 概 要 
 

１．予 算 規 模 

 ・一般会計  １２３億３,０００万円 （対前年度比 ３.４％の減） 

 ・特別会計  １２７億２,７７９万円 （対前年度比 ２.４％の増） 

 ・全 会 計  ２５０億５,７７９万円 （対前年度比 ０.５％の減） 

   

地方財政計画の伸び率      ▲０.７％ 

   国の一般会計予算の伸び率    ▲３.０％ 

   最近５ヵ年の本市一般会計当初予算の対前年度伸び率 

    

平成１４年度 平成１５年度 平成１ ６年度 平成１７ 年度 平 成１８年度

▲ ０ .８ ％ ▲ １ ６ .９ ％ ３ .８ ％ ▲ ７ .９ ％ ▲ ３ .４ ％

▲ ０ .４ ％ ▲ ３ .９ ％  
    (参考)下段は平成１６年度減税補てん債借換を除く実質的な伸び率 

 

 

２．一 般 会 計 

◎歳 入 

 （１）自主財源   ６０億７,１２５万円 （対前年度比 ４.８％の減） 

   ・市  税       ３６億６,２５６万円 

評価替え等により固定資産税は減となるが、税制改正等により市民税が増となり、全体では  

０.５％の増 

   ・使用料及び手数料    ３億７,９８９万円 

汚水処理施設使用料を特別会計に移管。また、文化・体育施設等の使用料が利用料金制（指定

管理者）となったことにより、１５.０％の減 

   ・諸 収 入       １６億４,９２７万円 

各種制度融資預託金の減などにより、９.０％の減 

・繰 入 金        １億２,０８７万円 

基金繰入金の減により、３９.０％の減 

 

 （２）依存財源   ６２億５,８７５万円 （対前年度比 １.９％の減） 

   ・地方譲与税       ４億４,６９０万円 

国の三位一体の改革に伴う税源移譲措置として、所得譲与税が増となり、４９.０％の増 

・地方交付税      ２９億６,０００万円 

増減なし 

   ・国庫支出金      １０億２,６９１万円 

児童手当・児童扶養手当など、国の三位一体の改革よる補助・負担金の見直しや廃止により､

８.１％の減 

・市  債        ５億３,５８０万円 

減税補てん債及び臨時財政対策債の減などにより、１７.０％の減 
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◎歳 出 

 （１）義務的経費  ５７億９,６０９万円 （対前年比 １.４％の減） 

   ・人 件 費       ２２億４,６７１万円 

退職者数の減による退職手当の減などにより、６.５％の減 

   ・扶 助 費       ２０億８,８１８万円 

障害者自立支援法施行による介護給付費等の増。対象年齢拡充による児童手当の増。生活保護

費の増などにより、６.４％の増 

・公 債 費       １４億６,１２０万円 

      汚水処理施設関連公債費を特別会計に移管したことなどにより、３.２％の減 

 

 （２）投資的経費   ５億７,０９２万円 （対前年比 ２５.８％の増） 

   ・補助事業        １億２４８万円 

議場・市民会館石綿対策事業や余子公園整備事業の実施などにより、２８.８％の増 

   ・単独事業        ４億６,８４５万円 

高松町会館新築事業や境小学校プール改修事業の実施などにより、２５.５％の増 

 

 （３）その他の経費  ５９億６,２９９万円 （対前年比 ７.３％の減） 

・物 件 費       １４億４,８７９万円 

制度改正に伴い、在宅介護支援センター運営委託等が介護保険費特別会計に移管したことなど

により、２.２％の減 

・補助費等       １０億７,４２６万円 

文化福祉財団に運営委託していた水木しげる記念館、文化・体育施設等の人件費負担金の皆減

などにより、１２.４％の減 

   ・維持補修費         ７,０５６万円 

      大正川都市下水路補修工事の完了により、１７.３％の減 

・出資金及び貸付金   １４億６,６５９万円 

各種制度融資預託金の減により、１３.４％の減 

   ・繰 出 金       １８億８,０４４万円 

国民健康保健費特別会計、下水道事業費特別会計などへの繰出金の減により、２.７％の減 
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３．特 別 会 計 

 ○国民健康保険費 ３２億９,６１７万円 （対前年度比 ０.７％の増） 

   療養給付費については、被保険者の増加、診療報酬の引き下げ及び高額医療限度額の引き上げなどを

考慮し計上 

 

 ○駐車場費 ６１５万円 （対前年度比 １１.８％の増） 

   管理運営経費及び繰出金を計上。観光客の増により使用料が増加 

 

 ○下水道事業費 ２０億３,１８２万円 （対前年度比 ７.２％の増） 

   上道１号汚水幹線、東雲町・花町・竹内町等汚水枝線の管渠整備費、処理場改築事業費及び処理場等

維持管理費のほか、公債費などを計上 

   平成１８年度末の普及率は、４３．２％となる見込 

 

 ○高齢者住宅整備資金貸付事業費 １,４９４万円 （対前年度比 ０.８％の増） 

   新規貸付枠５件の貸付金及び公債費などを計上 

 

 ○老人保健費 ３６億８,６６３万円 （対前年度比 ９.０％の減） 

   医療給付費については、対象年齢の引上げに伴う対象者数の減少や診療報酬の引き下げなどを勘案し

計上 

 

 ○市場関係者詰所事業費 ４７５万円 （対前年度比 １.０％の減） 

   施設の維持管理費及び公債費を計上 

 

 ○深田川土地区画整理費 ９,４５１万円 （対前年度比 ０.６％の減） 

   公債費を計上 

 

 ○境港新都市土地区画整理費 １３億４６９万円 （対前年度比 １７５.０％の増） 

   販売促進に要する経費及び公債費を計上。また、土地開発公社支援策として新たに貸付金を計上 

 

 ○介護保険費 ２２億４,８５４万円 （対前年度比 １.０％の増） 

   制度改正により介護予防に重点が置かれ、認知症予防教室など各種介護予防事業を計上。保険給付費

については、過去の実績をもとに計上 

 

 ○汚水処理施設整備費 ３,９６０万円（対前年度比 ８９.６％の減） 

   公債費を計上。改修事業費の皆減 

 


